
別記様式第２号（法第７条関係）

生産方式革新実施計画

１　申請者の概要
	申請者（代表者）

	1 氏名又は名称： 
（法人その他の団体の場合はその代表者の氏名： 　　　　　）

2 住所又は主たる事務所の所在地： 

3 連絡先
・電話番号：
・E-mail：
・担当者名：（法人の場合）

	申請者

	1 氏名又は名称： 
（法人その他の団体の場合はその代表者の氏名： 　　　　　）

② 住所又は主たる事務所の所在地： 

③ 連絡先
・電話番号：
・E-mail：
・担当者名：（法人の場合）

	申請者

	1 氏名又は名称： 
（法人その他の団体の場合はその代表者の氏名： 　　　　　）

② 住所又は主たる事務所の所在地： 

③ 連絡先
・電話番号：
・E-mail：
・担当者名：（法人の場合）


注１　記入欄が足りない場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。
２　申請者が個人の場合であって、「住所」が「主たる事務所の所在地」と異なるときには、「住所」及び「主たる事務所の所在地」を併記すること。
３　特例措置を活用する者は、各々の者ごとの計画内容を別紙１で整理すること。

２　生産方式革新事業活動の促進に資する措置の有無
計画に以下の者（促進事業者）が行う促進措置に関する事項が含まれる場合はチェックすること。
	□
	スマート農業技術活用サービス事業者

	□
	食品等事業者


注１　スマート農業技術活用サービス事業者、食品等事業者が行う促進措置に関する事項が含まれる計画の場合は、それぞれ別紙２、別紙３を提出すること。

３　特例措置の活用の有無
[bookmark: _Hlk159938192]活用を希望する特例措置にチェックすること。
	□
	日本政策金融公庫の長期・低利の資金（スマート農業技術活用促進資金）の貸付け

	□
	税制特例（スマート農業技術活用投資促進税制） 

	□
	農地法の特例

	□
	航空法の特例

	□
	野菜生産出荷安定法の特例


※計画に参加する者が活用する全ての特例措置にチェックすること。

４　生産方式革新事業活動に関する事項
（１）農業経営の概況
	経営の状況
	営農類型
	

	
	経営規模
	

	
	農業機械等の
所有・活用状況
	

	
	労働力
	

	
	その他特記事項
	

	経営上の課題
	


注１　本計画に基づき生産方式革新事業活動を行う農業者等全体に係る現状の営農類型（主な品目、畜種等）、経営規模（経営面積、飼養頭羽数、生産量）、農業機械等の所有・活用状況、労働力等の概況について簡潔に記載すること。

（２）生産方式革新事業活動の実施期間
	実施期間：　　　年　　　月　～　　　　年　　　月（目標年度）


[bookmark: _Hlk166141382]注１　５年以内で定めること。
２　果樹等永年性作物の植栽その他特段の事情を有する場合は10年以内とすること。
３　計画に参加するスマート農業技術活用サービス事業者・食品等事業者がスマート農業技術活用投資促進税制を活用する場合は、７年以上、かつ、特例の対象となる機械・装置の耐用年数に照らして適切な期間とすること。

（３）生産方式革新事業活動の目標
	
	Ａ 現状
	Ｂ 計画終了時の目標
	変化率（％）
（（Ｂ－Ａ）／Ａ）

	ａ 付加価値額※注１
	
	
	

	ｂ 労働投入量※注２
	
	
	

	労働生産性
（ａ／ｂ）
	
	
	


注１　計画に係る品目に係る農業者全員の営業利益、人件費及び減価償却費を合計した額を記載すること。以下同じ。
２　「農業者全体の取組人数と労働時間の積（総労働時間）」又は「農業者全体の取組人数」を記載すること。以下同じ。
[bookmark: _Hlk178713665]
（４）生産方式革新事業活動の内容
	[bookmark: _Hlk148012504]Ａ　対象品目
	

	Ｂ　スマート農業技術を活用した農産物の生産又は農業経営管理の内容
	

	[bookmark: _Hlk165549589]Ｃ　スマート農業技術の効果を十分に発揮させるために導入する新たな生産の方式
	分類
	□
	イ
	スマート農業技術を活用した作業効率の向上に資するほ場の形状、栽培又は飼養の方法、品種等の導入

	[bookmark: _Hlk170823724]
	
	
	
	□
	農地の区画拡大や区画整理整備等の基盤整備を行う場合

	[bookmark: _Hlk170818780]
	
	□
	ロ
	スマート農業技術の活用による機械化体系に適合した農産物の出荷方法の導入

	
	
	□
	ハ
	スマート農業技術で得られるデータの共有等を通じた有効な活用方法の導入

	
	
	□
	ニ
	その他（スマート農業技術の性格、生産する農産物の特性等に応じてその効果の十分な発揮のために不可欠な生産の方式）

	
	内容※注1
	

	Ｄ　ＢとＣの関連性
	

	Ｅ　計画参加者の内訳
	農業者等
	者

	
	スマート農業技術活用サービス事業者
	者

	
	食品等事業者
	者


注１　基盤整備を実施する場合（項目Ｃのイで、基盤整備にチェックした場合）は、活用する事業名、地区名、工事の実施時期、実施内容についても記載すること。

（５）生産方式革新事業活動の規模
①　経営面積の状況（計画参加農業者の合算）
【面積単位：ha】
	年度
	現状
（令和○年度）
	目標年度
（令和○年度）

	対象品目の栽培面積（Ａ）
	
	

	対象品目の栽培面積のうち生産方式革新事業活動に取り組む面積※注１（Ｂ）
	
	

	
	新たな生産の方式を導入する面積
	うち取組イ※注２
	
	

	
	
	うち取組ロ※注２
	
	

	
	
	うち取組ハ※注２
	
	

	
	
	うち取組ニ※注２
	
	

	目標年度における面積の割合
（Ｂ／Ａ）
	
	％


注１　「対象品目の栽培面積のうち生産方式革新事業活動に取り組む面積」には、既に導入を済ませている面積も含めること。
２　「新たな生産の方式を導入する面積」のうちイ、ロ、ハ、ニは、４（４）のＣの類別毎の取組面積を記載すること。
[bookmark: _Hlk178238136]３　売上高で比較する場合は、単位を変更するとともに、項目を「対象品目の売上高」「対象品目の売上高のうち生産方式革新事業活動により生産した農産物の売上高」「新たな生産の方式により生産した農産物の売上高」「目標年度における売上高の割合」に変更すること。また、飼養頭数で比較する場合も、項目及び単位を同様に変更すること。

②　スマート農業技術の活用に要する費用に係る考え方
	



（６）所得の状況（計画参加農業者の合算）
	年度
	計画参加農業者の所得合計（百万円）

	現状（令和○年度）
	百万円

	目標年度（令和○年度）
	百万円


注１　目標年度における計画に係る品目に係る所得が、計画実施前（現状値）以上で、かつ正となるようにすること。

５　生産方式革新事業活動の実施体制
	


注１　生産方式革新事業活動の実施に必要な体制及び人員について記載すること。
２　申請者が複数の場合、又は、促進事業者がいる場合には、あわせて、それぞれの役割や連携体制等について記載すること。

６　促進事業者が税制特例を活用する計画の場合の特記事項
※促進事業者が税制特例を活用しない場合は記載不要。
（１）労働生産性に関する事項
	
	Ａ 現状※注１
	Ｃ ５年後の目標
	変化率（％）
（Ｃ－Ａ）／Ａ）

	ａ 付加価値額
	
	
	

	ｂ 労働投入量
	
	
	

	労働生産性
（ａ／ｂ）
	
	
	


注１　４（３）Ａの値を記載すること。

（２）作付面積に関する事項
	農業者等の行う農業の総作付面積※注１

	現状（令和○年度）
	目標年度（令和○年度）

	ha
	ha


注１　売上高で比較する場合は、項目及び単位を変更するとともに、項目を「農業者等の行う農業に係る総売上高」に変更すること。また、飼養頭数で比較する場合も、項目及び単位を同様に変更すること。

７　確認事項
	□
	本計画に参加する農業者等（団体の場合はその構成員）が、各々で生産方式革新事業活動を実施すること

	□
	本計画で導入する施設・設備等が「農業分野におけるAI・データに関する契約ガイドライン」（令和２年３月農林水産省策定）で対象として扱うデータ等を保管する場合は、導入する者がそのデータ等の取扱いについて、当該ガイドラインに準拠した契約を締結すること

	□
	計画内の営業秘密に関する検討を行い、保護すべき営業秘密がある場合は、「農業分野における営業秘密の保護ガイドライン」（令和４年３月農林水産省策定）に準拠した取組を行うこと

	□
	生産方式革新事業活動の実施に当たっては、「農業機械の自動走行に関する安全性確保ガイドライン」等を踏まえた農作業の安全対策に努めること

	□
	生産方針革新事業活動の実施に当たり、農業に由来する環境への負荷の低減に配慮していること

	□
	地方公共団体その他の関係者との連携を図ること等により、当該生産方式革新事業活動が関係する各種施策と調和して行っていること

	□
	特例を活用する場合に、特例に関係する各機関に対し、認定を受けた本計画の内容を、農林水産省から提供することに同意していること



（添付書類）
以下の書類を添付すること。
□　本計画で活用するスマート農業技術が組み込まれた農業機械等の性能等が確認できる書類

必要に応じて、以下の書類を添付すること。
□　本計画で導入する新たな生産の方式が、活用するスマート農業技術の効果を十分に発揮するものであることを確認できる書類

農業者等が特例措置の活用を希望する場合は、特例措置の活用を希望する農業者等ごとに該当する以下の書類を添付すること。

	□
	日本政策金融公庫の長期・低利の資金（スマート農業技術活用促進資金）の貸付け
	別紙１、別表３※

	□
	税制特例（スマート農業技術活用投資促進税制）
	別紙１、別表３

	□
	農地法の特例
	別表４、５、６

	□
	航空法の特例
	別表７

	□
	野菜生産出荷安定法の特例
	別表８


※　設備等を導入する場合は、別表３を添付すること。

食料システム構築計画のみなし措置の活用を希望する場合は、当該措置の活用を希望する農業者等ごとに以下の書類を添付すること。
□　別表９


  別記様式第２号 （ 法 第 ７ 条関係 ）     生産方式革新 実施 計画     １   申請者の概要  

申請者（代表者）  

①   氏名又は名称：     （法人その他の団体の場合はその代表者の氏名：         ）     ②   住所又は主たる事務所の所在地：       ③   連絡先   ・電話番号：   ・ E - mail ：   ・担当者名：（法人の場合）  

申請者  

①   氏名 又は名称：     （法人その他の団体の場合はその代表者の氏名：         ）     ②   住所又は主たる事務所の所在地：       ③   連絡先   ・電話番号：   ・ E - mail ：   ・担当者名：（法人の場合）  

申請者  

①   氏名 又は名称：     （法人その他の団体の場合はその代表者の氏名：         ）     ②   住所又は主たる事務所の所在地：       ③   連絡先   ・電話番号：   ・ E - mail ：   ・担当者名：（法人の場合）  

注 １   記入欄が足りない場合には、欄を繰り返し設けて記載すること。   ２   申請者が個人の場合であって、「住所」が「主たる事務所の所在地」と異なるときには、 「住所」及び「主たる事務所の所在地」を併記すること。   ３   特例 措置を活用する 者 は、 各々 の 者ごとの 計画内容を別紙１で整理すること。    

